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1.はじめに
講演の最初と最後に振り返っていただくために
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はじめに

令和５年度 大阪市立小中学校事務研究会 研修会での講演の機会をいただき、
誠にありがとうございます。
教育委員会に異動してから今年で3年目ですが、まだまだ学校園のことについて学んでいる
最中です。長時間の講演となりますが、よろしくお願い致します。

本日の講演で、気に留めながら聞いていただきたいことは、

 いま、ご自身がおかれているデジタル化の動き・背景

 ICT・DXを身近な業務の中で感じていただく

 これからの時代を生き抜くために新しい知識やスキルを
学ぶことの大切さ（Reskilling）
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1.はじめに
最近の出来事
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今流行りのCHATGPTに聞いてみました！

出典：OpenAIサイト https://openai.com/blog/chatgpt

教育現場での「ChatGPT」“活用・禁止場面”など議
論 ガイドライン早期作成へ

出典：TBS NEWS DIG 2023/5/8
https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/474143?display=1
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←R5/5/19付の
文科省通知



教員確保、苦心の教育委員会（R5.5.22 毎日新聞より）
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出典：毎日新聞 教育の森
https://mainichi.jp/articles/20230522/ddm/013/100/024000c

第2次ベビーブームの影響で80年代に

大量採用された教員が退職期を迎え

ている。

学級の少人数化や特別支援学級の

増設などで必要な教員が増えている。

学校現場での
働き方改革が急務

H21年度公立学校教員の採用試験の全国倍率
は3.7倍

小学校の採用倍率は、2.5倍（過去最低）



2.講師 略歴
自身の例歴を振り返りながら、コンピュータの歴史について簡単に説明します。
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講師 略歴

教育委員会事務局学校運営支援センター 教育ICT担当課長

田中 正史（たなか まさふみ） 現在54歳

• S63(1988)年4月
• H７(1995)年4月
• H22(2010)年4月
• H28(2016)年4月

• H29(2017)年4月

• R３(2021)年4月
• R４(2022)年8月

採用から7年間は住吉区役所に勤務(戸籍登録課）
総務局でICT関連の業務に従事
係長へ昇任
ICT戦略室（現:デジタル統括室。総務局より分離）設置
企画担当 室長秘書等を経験
課長代理に昇任
(この間に大阪市立大学大学院都市経営研究科を専攻）
教育委員会に異動（前所属 26年間在籍）
課長に昇任 、現在に至る
（ICT従事歴は通算29年目）
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【主な業務実績】

• H07(1995) 汎用機プログラマー（HITAC 汎用機）
• H09～H14[’97～‘02] 大阪市情報通信ネットワーク(業務系・庁内系)の構築
• H19(2007) 大阪市基幹系システム担当職員業務の外部委託化の実施
• H22～26[’10～‘14] 行政系基幹系業務システムの共通基盤の構築（次世代基盤構想）
• H27(2015) マイナンバー通知カードの不着返戻業務対応
• H28(2016) 大阪市ICT戦略策定・推進業務
• H30(2018) 大阪市ICT人材育成方針の策定
• R02(2020) 大阪市情報セキュリティ戦略の策定
• R03(2021)～現在 学校園システムの見直し・自治体DX(システム標準化)を開始

メイン
フレーム

ネットワーク
ダウン
サイジング

クライアント
サーバー

WEBコンピ
ューティング

クラウド
の時代へ
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【コンピュータ・インターネットの歴史】

1946(S21)

世界初のコンピューター「ENIAC」が開発

(７７年前）

1969(S44)

ARPANET誕生

UNIX（AT＆T）

1973(S48)

TCP/IPの初期Ver発表

1979(S54)

シャープ MZ-80K(’78)

NEC PC-8001(‘79)

1983(S58)

TCP/IP標準 ほぼ標準化

ARPANETはTCP/IPへ

1990(H2)

DOS/V(日本IBM)

1991(H3）

WWWの登場

1995(H7)

Windows95発売

Internet Explorer登場

2000(H12)

2000年問題(桁溢れ)

2004(H16)

Facebook誕生

2006(H18)

クラウドが提唱される

AWSサービス開始

2008(H20）

Google Chrome正式版

GCPサービス開始

2010(H22)

Azureサービス開始

2011(H23）

LINEサービス開始

2012(H24)

GAFA（ガーファ）

2015(H27）

Windows10発売

2021(R3）

メタバース

M365提供開始

AWS大規模障害

Windows11発売

1990年代(HITAC M-640）
コンピュータ博物館より出典
http://museum.ipsj.or.jp/

https://ja.wikipedia.org/
ウィキペディアより出典
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大阪市のC/Sシステ
ム稼働がH9.9

大阪市の庁内ネット
の検証時期がH13 大阪市の1人1台端末

の整備が開始

大阪市の業務系
ネットの稼働(H11)

大阪市の基幹系シス
テムの再構築PJ開始

大阪市の基幹系シス
テムの稼働H27.1

総務局異動

教育異動

生まれた年

住基システム
(汎用機)が稼働

入庁S63

マイナンバー
開始H28.1



3.学校園システム・ネットワーク環境 概要
簡単に学校園システム・ネットワークの概要を説明します。
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教育委員会 学校園システム・ネットワーク構成イメージ図(R4.12)

教育情報ネットワーク（Azure基盤）

庁
内
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

校園ネットワーク 教育情報ネットワーク

教育情報利用端末(教職員用） 約1.6万台

統合認証システム（SSO認証）

校園ネット
ワーク

校
園
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

業
務
シ
ス
テ
ム

校
務
支
援
シ
ス
テ
ム

(S
K

IP

ポ
ー
タ
ル※

)

次
世
代
校
務
支
援

シ
ス
テ
ム
（
ス
マ
ス
ク)

教
職
員
情
報
シ
ス
テ
ム

教
職
員
勤
務
情
報

シ
ス
テ
ム

教
職
員
健
康
管
理

シ
ス
テ
ム

庁内接続環境

M365

テナントサービス
学習系システム（クラウド）

学習者用・指導者用
デジタル教科書

スクールライフノート

インターネット
デジタルドリル

VPN接続

Teams OneDrive Google DriveMeet

Microsoft365 SKYMENU CloudGoogle Workspace

その他コンテンツ

学習系ネットワーク

DMZ

児童生徒用
PC

校務系ネットワーク 基盤間連携
ネットワーク

管理系ネットワーク

教職員用
PC

各校務系システム保守環境

各システムヘルプデスク
庁内情報
パソコン

学
習
系
ポ
ー
タ
ル
他

AVD
校務仮想PC

他システム連携・
NW間ファイル転送

外部接続管理ネットワーク

教育情報利用端末(児童・生徒用）約19万台

データセンター

持ち帰り学習/テレサポート

SEYSEA
(セキュリティ機能)

システム運用
管理系機能

顔認証機能
統合認証機能

SKYSEA(セキュリティ機能）
暗号化機能

MECM(端末管理機能)
KMS(ライセンス管理)

Inter safe(ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ) プロキシ機能

インターネット
VPN
接続

本庁舎/幼稚園/小学校/中学校/その他拠点 約490か所

インターネットVPN接続

インターネット接続

※SKIPポータル(校務系ヘルプデスク）

イーサネット回線

学校運営支援センター

本庁、区役所
分庁舎等

庁内
WWWサーバ

サーバ間通信
庁内ﾎﾟｰﾀﾙ閲覧

など
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教育委員会 学校園システム・ネットワーク構成イメージ図(R4.12)
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種別 № システム名称 稼働年月

校
務
系

１ 校園ネットワーク業務システム H21年度稼働

２ 校務支援システム
H25.3一部稼働

H26年度本格稼働

３ 次世代校務支援システム(スマスク) R２.９稼働

４ 教職員情報システム H29年度稼働
５ 教職員勤務情報システム H25年度稼働
６ 教職員健康管理システム H26年度稼働
７ 統合認証システム H29年度稼働

学
習
系

１ 学習系システム
R３.８一部稼働

R４.４本稼働

2 デジタルドリル R3.8 稼働 R5.4 更新

ネ
ッ
ト

１ 校園ネットワーク基盤 H21年度稼働

２ 教育情報ネットワーク
R４.４本格稼働

R6.1 2次稼働

独 １ 特別支援教育就学奨励費システム ｽﾀﾝﾄﾞｱﾛﾝｼｽﾃﾑ

他
１ 就学事務システム（学齢簿編成等）

H1 稼働 H26 年度再構築

住基システムのサブシステム
２ eラーニング研修管理システム 教育センターで運用

※これ以外にも教育には個別システムや
クラウド利用があり、全体を調査しております。



4.ICT・DXとは？
ICT・DXについて簡単に説明します。
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 ICT（アイシーティー）とは、「Information and Communication 

Technology」の略称

 「情報通信技術」と訳され、コンピュータを単独で使うだけでなく、ネットワー

クを活用して情報や知識を共有することも含めた幅広い言葉です。

 日本では同様の言葉としてIT(Information Technology：情報技

術)の方が普及していたが、国際的にはICTがよく用いられている。

ICTとは？

出典：リコーサイト、総務省サイトより筆者が作成
https://www.soumu.go.jp/
https://smb.ricoh.co.jp/column/000132/

Society 5.0時代のICT
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融
合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人
間中心の社会（Society）

出典：オプスインのナレッジ
https://ops-in.com/knowledge/it/ict/
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DXとは？ DXにはいろいろあります

アナログ・物理データを局所
的にデジタル化 ➡データ化

デジタル化の範囲を全域的に
拡げる ➡データ活用

変革・イノベーションを全体で巻き起こし、
社会変容をもたらす

➡データによる社会変容【第１段階】Digitization

【第２段階】Digitalization

【第３段階】DX（Digital Transformation）

大阪市DX戦略 ※令和4年度策定予定

市民QoL・
都市力の向上

大阪市ICT戦略（第３版） 現在、大阪市全体では
大体このあたり

出典：令和4年4月「大阪市DX戦略の基本的な考え方」 職員向け解説書

 DX「デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation）」の略。一般的には「新たな価値を創造すること

を目的に、デジタル技術の駆使によって既存の枠組みを変化させること」をいう。

 第１段階は、アナログ・物理データを局所的にデジタル化する“Digitization（デジタイゼーション）”、第２段階は、デ

ジタル化の範囲を全域的に広げる“Digitalization（デジタライゼーション）”、第３段階は、変革・イノベーションを全

体で巻き起こし、社会変容をもたらす“DX（デジタルトランスフォーメーション）”です。

都市/まちDX

サービスDX

行政DX
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教育DXとは
 教育DX（デジタル・トランスフォーメーション）とは、「学校が、デジタル技術を活用して、カリキュラムや学習のあり方を革新する
とともに、教職員の業務や組織、プロセス、学校文化を革新し、時代に対応した教育を確立すること」

 単にアナログなものをデジタルに置き換えるという「デジタル化」ではなく、教育や学校に変容、変革を起こすことが不可欠な要素

 教育におけるアナログ業務のデジタル化（ICT教育）とは異なり、教育DXは「教育そのものの変革」に重点を置いている。

 文部科学省が考える、教育DXの推進としては、「1教育データの意味や定義を揃える「標準化」（ルール）、「2基盤的ツー
ル（MEXCBT、EduSurvey）の整備（ツール）」、「3教育データの分析・利活用の推進や、教育データ利活用にあたり自
治体等が留意すべき点の整理（利活用）」の3つを定義している。

出典：文部科学省「教育DXの推進について」 https://www.mext.go.jp/a_menu/other/data_00008.htm
出典：株式会社Stock https://ops-in.com/knowledge/it/ict/
出典コアネット教育総合研究所 https://core-net.net/

校務DX

教育DX 学校DX

出典：GIGAスクール構想の下での校務DXについて～教職員の働きやすさと教育活動の一層の高度化を目指して～
https://www.mext.go.jp/content/20230308-mxt_jogai01-000027984_001.pdf
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教育データの利活用に関する有識者会議(第17回)会議資料(R5.3.22開催)

出典：【資料3 】「教育データの利活用に関する有識者会議」のこれまでとこれから 5ページ
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00534.html 19



最近の教育DXのニュース

出典：2023/5/19 ヤフーニュースより
https://news.yahoo.co.jp/articles/109909399b3a22affccfce96d6ba25c4d91081e9

自治体戦略2040構想自治体戦略2040構想

Googlechromeの拡張機
能で、ChatGPTによる
YouTubeとGoogleの検索
結果の要約ができます。
参考までに。。
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GIGAスクール構想の下での校務DXについて～教職員の働きやすさと教育活動の
一層の高度化を目指して～
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次世代の校務DXについては、汎用の

クラウドツールの積極的な活用による

負担軽減とコミュニケーションの迅速・

活性化を図り、ロケーションフリーで校

務系・学習系システムへ接続可能な

環境を整備する「働き方改革の観点」

と、「データ連携の観点」「レジリエンス

の観点」の3つの観点をすべての自治

体で実現することである。



GIGAスクール構想の下での校務DXについて（２４ページ）
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現在稼働中の校務支援システム
は、令和７年１月に機種更新予
定

文科省より、校務DXのロード
マップが公開されたため、次世
代システム導入時期までに、学
校現場の意見を汲み取るための
計画を検討中



4.ICT・DXとは？
自治体システム標準化の取り込み
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自治体DX推進計画

国のデジタル化の動き

大阪市では、自治体の情報システムの標準化・共通化について、全市的な取組を行っ
ており、令和7年度末までには国の策定する標準仕様に準拠した標準システムへ移行す
る必要がある。（法律で義務付け）
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出典：自治体ＤＸ推進計画概要
https://www.soumu.go.jp/main_content/000727132.pdf



自治体システムの標準化・共通化について

出典：令和3年度 新任係長研修より抜粋(デジタル統括室)

標準化対象の17業務については、本市の住民情報系基幹システムを中心に構成しており、標準準拠システムにあわせ
て業務を見直す必要があり、またシステム移行も大規模になりますので、全庁的な推進体制等の構築が必要になります。

システム名 対象業務 システム名 対処業務

住民基本台帳 介護保険システム 介護保険

選挙人名簿管理 障害者福祉

就学 児童手当

固定資産税 生活保護

個人住民税 児童扶養手当

法人住民税 子ども子育て支援（保育所入所関係）

軽自動車税 健康管理（母子保健関係）

国民健康保険 保健衛生システム 健康管理（がん検診等）

国民年金
予防接種台帳管理

システム
健康管理（接種履歴等）

後期高齢者医療
※資格・収納のみ（賦課・給付は広域連合）

税務事務システム

住民基本台帳等

事務システム

国民健康保険等

システム

総合福祉システム

【標準化対象業務と現在本市で利用しているシステム】

現在は、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録が追
加されたため、２０の標準化業務が対象

大阪市教育委員会にお
いても、地方公共団体
情報システム標準化の
流れの中で、就学事務
（学齢簿）・就学援助
業務を対象に、国（文
部科学省）が定める標
準仕様書に沿った業
務・機能の標準化の対
応が必須となっている。
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就学（就学援助）事務作業部会・校園ネットワーク業務システム移行作業部会

予算・補助金関係

担任業務
令和4年度(2022) 令和5年度(2023) 令和6年度(2024) 令和7年度(2025)

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

共通マイルストーン

業務設計・業務改善等

標準準拠システム等調達（共通）
・

標準化対象外システム
整備

予算要求

環境設定・運用検討（標準準拠）

サービス導入（環境設定・運用検討）
またはシステム導入（標準化対象外）

システムテスト
システム移行

※現行業務システム
は出納閉鎖(6月末)

規則等改正

各種PT・WG 教育委員会事務局関係システム移行PT（就学援助WG)、システム移行PT、局内WG（就学（就学援助）事務作業部会・校園NW業務システム移行作業部会）など随時開催

補助金
申請

▲全体移行計画作成 ★標準準拠システム調達完了（サービス提供業者決定）

★業務毎の標準化移行計画の決定 ★一斉
移行

予算要求
補助金
申請

予算要求
補助金
申請

予算要求

▲標準仕様決定

標準準拠シス調達
（総合評価） ・契約

★標準化業務開発
環境提供開始可能

新
業
務
運
営

業務機能
分類検討
(標準準拠
or標準外) 標準外シス調達

（総合評価） ・契約

全体
方針
調整
・
分類
決定

個別移行計画書
作成

現行
業務
分析

BPR
計画
策定

新業務
（案）
作成

条例・
規則等の
影響調査

RFI
・取り
纏め

アプリ
仕様
書修
正

標準準拠システム
調達仕様書作成
(密接連携業務含む)

標準外システム
調達仕様書作成

BPR・業務機能検討(密連)

RFP

新業務
案決定

規則・要綱等
改正案・組織等

改正案
個別
移行
計画書
修正

密接連携業務を含
めたアプリケーション
仕様書・移行計画
書決定

関係先調整

予算
市会

BPR・業務機能検討(標外)

※R5検討中

運用設計・マニュアル作成

運用テスト・研修

特定個人情報保護評価

テスト共通基盤調達・開発調達（総合評価）・契約
調達仕様書
作成

経費試算・機能整理

参考
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COFFEE
BREAK
ちょっと休憩。。。。



4.ICT・DXとは？ DX推進の背景
自治体戦略2040構想から、今置かれている現状について説明します。

28



新たな自治体行政の基本的考え方

29
出典：自治体戦略2040構想研究会報告書

日本においては少子化に
よる急速な人口減少や高
齢化によって、2040年頃
に65歳以上の高齢者人口
がピークを迎え、労働力
の絶対量の不足に陥るこ
とが明らかになっていま
す。

労働力不足は、市民等に
対して行政サービスを提
供する自治体だけではな
く、業務委託等を通じて
行政サービスの一端を
担ったり、公益的なサー
ビスを提供する民間企業
等も抱える問題であり、
将来の自治体行政の運営
が危ぶまれています。



本市においてDXを推進する背景・意義

30
出典：総務省「自治体戦略2040構想研究会 第１次・第２次報告の概要」

地方公共団体は、これらの背景
を元に、住民サービスを持続的
かつ安定的な提供と都市力の向
上に向け、既存の制度・業務を
大胆に再構築し、デジタル技術
を最大限に活用した変革を進め
る仕組みの構築に今から着手し
ていくことが必要。

これらの背景から国は、
デジタル改革に向けた取組を
加速させる必要があると提言



職員数の減少（試算） 2013-2040

31

出典：自治体戦略2040構想研究会 第8回事務局提出資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000535868.pdfl

✓ 「定員回帰指標」（地方公共団
体定員管理研究会（総務省））
によると、2040年の職員数

（参考値）の試算によれば、人
口減少に伴い、2013年から概
ね10〜20％程度の減少が予想
されている。

✓ また、高齢化による人的サービ
スの増加を想定すると、より少
ない職員での行政サービスの提
供が重要とされている。

特に、小規模団体の受けるインパクトは大



地方公務員数の推移（1984-2017）

32

出典：自治体戦略2040構想研究会 第8回事務局提出資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000535868.pdfl

▲16%(H6-H28)

2040問題のインパクト
を吸収するにはDXが必要

地方公務員数は平成6年（1994年）の
328.2万人をピークに減少し、平成28
年（2016年）には273.7万人になった。

度重なる要請を受け、自治体は継続
的に定員適正化等の地方行革に取り
組んできた。平成17年度から取り 組
んだ「集中改革プラン」では大幅な定
員削減（純減）を実施



職員採用試験 受験者数の減少

33

地方公務員 競争試験の状況（推移）

出典：「令和元年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要」総務省



5.大阪市におけるDX戦略
令和5年4月に公表された「大阪市DX戦略」について

34
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6.最後に（今後の学校事務とDXとのつながり）
今までの話の内容から、今後の学校事務との関係について説明します。

38



39

令和4年度 市事研要覧より抜粋
１事務局・専門部 ⑵研究部
① 学校事務職員に求められる役割についての研究
昨今、学校に対してさまざまな教育課題への対応が求められ、学校現場を取り巻く環境は複雑化・困難化しており、学校事務職員に求められる
役割についても多様化しています。こういったことから研究部では、学校の教育課題の解決に向け、学校事務職員が「チームとしての学校」の
なかで、財務や総務といった専門性を活かしながら学校経営へ参画し、学校力向上の一翼を担う必要があると考え研究を進めてきました。
今後、より質の高い学校教育目標の達成をめざすためには、校内組織の活性化を図りながら、更なる学校組織マネジメント機能の強化を図る必
要があると考えます。学校事務職員が教職員と協働しながら、学校においてミドルリーダーとしてリーダーシップを発揮するための効果的な体
制等を探究し、引き続き、これから求められる今後の「学校事務職員のあり方」について研究を進めます。

② 業務改善に関する研究
学校事務の領域全般を視野に入れ、環境整備や事務効率の向上のみならず校内組織の運営などについても実務実践を進め、より適正で効率的・
効果的な業務改善について研究します。

③ 学校事務の調査および統計
ア会員の意見や実践事例等を、研究や本会の活動に活かすため、必要な実態調査及び意識調査を実施します。
イ全国的な学校事務の状況や、関係団体等の研究内容を調査し、研究に活かすとともに、調査結果について情報提供を行います。

⑶研修部
① より自律的で安定した学校事務を実現するための研修
学校事務を取り巻く環境が大きく変化していくなか、各学校で日々の業務を確実に遂行し、より広い視野か
ら学校経営に参画することができるよう、会員の職能形成や資質向上につながる研修会を企画します。

② 業務能力を高める研修
より効率的・効果的に業務を行うための研修会の企画や資料作成に取り組みます。

③ 今日的課題等に関する研修
子どもを取り巻く社会的課題や学校現場の課題はもとより、日々の実務実践に活かせる課題をより深く理解するため、専門的な知識や経験を積
まれた講師による研修会を企画します。

④ 実務における技能や知識を高める研修
会報やホームページを活用し、会員の実務実践力の向上へつながる情報発信に努めます。



学校事務職員の役割と標準職務（R5.3改正）

標準職務(続き)

・財務・管財
・学務
・人事・給与
・その他
(学校事務における共同学校事務室に関すること）

文科省通知（参考）
事務職員の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則参考例等の送付
について（通知）（令和2年7月17日2初初企第15号）
https://www.mext.go.jp/content/20200717-mxt_syoto01-
000001234_4.pdf

令和5年3月の、共同学校事
務室の本格開始に伴う改正
の通知より

40



最後に ～今後のDXの動きと学校事務とのつながり（関わりについて）～

41

ICTやDXとはどういうものなのか？ 今の置かれている日本の状況、今後の大阪市を取り巻く社会や自治体が
どのような状況になっていくのかが、なんとなく理解していただけたでしょうか。

ICT技術やDXの取り組みは、そんなに遠い存在ではなく、普段の業務を行っている中での
疑問や効率化を解決してくれる一つのツール（文房具）でしかなく、それをどのように使いこなせるかが重要です。
そのためには一人一人が意識して、積極的に関わることが大事です。

事務研究会の取組を読ませていただきましたが、学校事務職員に求められる役割や、業務
改善の取組に関する研究理念はたいへん素晴らしいものだと感じています。

私は学校現場の方が、児童生徒の減少を肌で感じ、教職員の不足(労働力の低下）が、
もうすぐにそこまで迫ってきていることが身近に感じているのでは？と思っています。

そのためには、デジタル化・DXの時代にあわせて、ICTで変えれるところはすぐに利用し、業
務のやり方を根本的に見直し業務を変革させていくことで、より豊かで仕事がしやすい、場所
や空間にとらわれない学校現場を創り上げていくことが大事ではないでしょうか。

今後も良い環境創りのために協働関係を築いていきたいと思います。

DXとは、デジタル技術を社会に浸透させて人々の生活をより良いものへと変革すること



8.質疑応答（時間があれば）
事前に頂いた質問について

42



教育のICT化が進められる中、私たち学校事務職員の仕事はどう変わっていくのでしょうか。
研修部員にＩＣＴについて考えていること、また、期待することや困っていることなどについてア
ンケートを取りました。

43

◆ ＩＣＴに対して「わからない」感が強く、苦手意識があります。

◆ ＩＣＴ用語を理解、習熟する必要があると感じます。

◆ ＩＣＴ担当教員と連携し、管理・運営していく必要があると思います。

（教育と行政の分野・領域を明確にし、管理体制を整える等）

◆ ＩＣＴ機器の管理（貸し出しの管理、故障対応）

≪教育ICTについて≫

≪学校事務職員がどう関わっていくのか≫

標準職務、各種管理規則等の見直しを
検討していきます。

ＩＣＴは言葉や持つ力をイメージす
ることが大事です。



44

◆ 保護者へのおたよりを文書や手紙ではなく配信にすることで、紙の使用量の削減や配付作
業の負担軽減を期待しています。

◆ 就学援助の申し込みもインターネットから申し込めるようにしてほしいです。

◆ 銀行業務について、窓口での出金やATMでの通帳記帳をWeb上で出来る仕組みにしてほし
いです。

◆ 入学説明会や進路説明会などについて、オンライン開催が一般的になることで、仕事等で
来校できない保護者も集合型と変わらない説明が受けられるようになることを期待してい
ます。

≪業務の効率化への期待≫
標準化の取り組みにあわせて実現に向けて検討中です。

こういう意見をたくさん期待しています



≪疑問や不安、困りごと≫

45

◆ ICTの活用について学校間、教員間で到達度にバラつきがあります。

ICT支援員の方に定期的に学校へ来ていただいていますが、その場その場の課題解決には繋
がっていても、全体としてのICT活用促進に上手く繋がっていないのではと感じます。

センターでの研修もICT担当教員からの伝達形式のため、ICT担当教員の技量に左右される
部分もあると思いますが、今後委員会としてどのようなサポートの形を考えているのか、新た
な取り組みを考えているのか教えて欲しいです。

併せて、文部科学省の資料（『「令和の日本型教育」の構築を目指して』より）ではICTの
支援人材の確保の一環として教員・事務職員等への研修とありますが、大阪市で事務職員を対
象としたICT研修実施の構想はあるのでしょうか。

◆ 教育データの取り扱いについて、デジタルドリルの導入で個々の児童生徒の実態に即した
指導が可能となりますが、その反面、システムに蓄積された個々のデータは重大な個人情
報となると思いますが、データのセキュリティや利活用の範囲についてどのように考えて
いるのでしょうか。 検討すべき課題です

議論中



≪疑問や不安、困りごと≫

46

◆ 教育情報利用パソコンに一括して保険を掛けることはできないでしょうか。パソコンの持
ち帰りが出来るようになり便利になりましたが、道中に破損したら・・・などの不安があ
ります。

◆ ICTの普及、環境整備までの対応で困ることがあります。

（オンライン研修やTeams会議の際、校内では別室確保が困難な場合があります。）

（リモート授業の際などに、接続がうまくできない家庭からの電話対応の際、電話回線

が混雑し、接続等の説明に時間がかかり全員がオンラインの状態になるまで時間を

要します。）

児童生徒用は、もう少しお待ちを。。



≪学校教育についての期待と不安≫

47

◆ タブレット等の使用によって、子どもたちが学校に持ってくる教材等を減らすことができる
ので良かったです。

◆ 自分が子どもだった頃は「書いて覚える」という考えが一般的だったように思いますが、タ
ブレットの活用によりその行為が減ってしまうことによる学力低下が心配です。タブレット
等を活用してもその辺はフォローできるのでしょうか？

◆ タブレット等の使用によって、文字を入力する際に勝手に変換できるため、書く力が低下し
ないか心配です。

◆ フィルタリング等がかかっているとは思いますが、教育上よくないサイトを学校端末で見て
しまう可能性があるのが心配です。

◆ タブレット等を日常的に使用することでの健康被害が心配です（視力低下等）。



参考資料
本日の講演にて参考にした資料などを集めました。（出典：令和３年度ICT管理者・推進者等の研修テキストより）
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➡「DIGILOG」を覗いてみる

Microsoft 365利活用を推進するため、

カタログサイト「DIGILOG」をリリース

➡DXレターを読んでみる

旬なICT関連情報や

ICTを活用した業務改善事例など

職員のみなさまに役立つ情報をお届け

第４章 各職場におけるデジタル化の推進

・今年度からＩＣＴ戦略室の所属サイトにおいて、ＩＣＴに関する取組事例等の情報発信を始めています。
・毎月発行しているＤＸレターには、ＩＣＴを活用した業務改善事例など、職員の皆さまに役立つ情報をお届けしています。
わかりやすく読みやすいものになっていますので、ぜひご一読ください。
・また「DIGILOG」というサイトを立ち上げて、様々な活用事例とその作成方法を掲載しています。
・このような情報について職場の皆さまにも共有していただき、「こんなんできるん違う？」「同じような作業が効率化できる
かも」「ちょっと気になる」と興味をもっていただき、成功事例を広げていくことで、裾野からデジタル化を推進していけたら
と考えております。

学校園が利用している庁内ポータル
(公営企業サイト)からは現在アクセス
できません（対応方法は検討中）

49

http://t-portals.ii.city.osaka.jp/sites/bab/sec/_layouts/15/listform.aspx?PageType=4&ListId=%7bAA3EC37F-CD33-4B3F-AF7B-ED9CD7F885D8%7d&ID=26&ContentTypeID=0x0100BBA177CD27BE5C4F8EA64185389D329F00918DFE9A2617BF47B3A6CC21BF29D761
http://t-portals.ii.city.osaka.jp/sites/bab/sec/Lists/ICT6/DispForm.aspx?ID=24&ContentTypeId=0x0100BBA177CD27BE5C4F8EA64185389D329F00918DFE9A2617BF47B3A6CC21BF29D761


～小休憩～

DXの“X”ってなに？

DXはデジタルトランスフォーメーションの略ですが、デジタルトランスフォーメーションを英語で表すと
「Digital Transformation」となります。ここでこんな疑問が浮かんできます。

なぜ略称は『DT』ではなく『DX』なのでしょうか？

理由は、英語では「Transformation」は「X-formation」と表記されることがあるため、頭文字を取ってDXと略さ
れるようになったようです。

まだ、すっきりしませんね。ではさらに、

なぜ「Transformation」は「X-formation」と表記されるのでしょうか？

（※諸説あります。）

「Transformation」が「X-formation」と表記される理由は、「Trans」という言葉の由来にあり
ます。この単語はラテン語の「trans」が由来で、「変える」や「超える」といった意味を持ちます。
この場合の「trans」は、「cross」という言葉とほぼ同義です。「交差する」という意味の「cross」
は省略して「X」と書かれることがありますので、同じ意味の「trans」も「X」で代用されるようになりま
した。

50



時代はDX！（デジタルで組織や仕事を変える）
・デジタル技術は社会全体の重要なインフラとなっている
・日々の生活や仕事において、スマートフォンやパソコンなどのICT機器やインターネットは欠かせない
・デジタル技術は、人口減少や災害・感染症対策など社会が抱える様々な課題を解決するための有効な手段

となるはずが・・・

新型コロナウイルス感染症対応において、日本のデジタル化の遅れが顕在化！！

国は『デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、
多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化～』を掲げ、

令和３年９月の「デジタル庁」発足など、デジタル改革を加速させている
（主な国の動き）令和２年12月 「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」の策定

「デジタル・ガバメント実行計画」の改訂・「自治体DX推進計画」の策定
令和３年５月 「デジタル改革関連法の成立」（デジタル庁の新設、押印・書面交付等手続きの見直し など）

出典：政府・デジタル改革関連閣僚会議資料「デジタル化の現状・課題」
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行政手続のオンライン化に関する支援（手続き所管所属への支援）

■支援事例：保育施設等一斉入所受付のオンライン予約

〇主な手続き（R2.8～R3.3）

手続き内容 申請件数

コロナ営業時間短縮金関連申請 約47,000

水道使用開始・中止申込 約33,000

福祉関連事業者等集団指導関連手続き 約15,000

保育施設等利用申込 約5,000

税証明書 約2,000

保育施設等一斉入所申請
にかかる面接予約は、
全体の約８割が

オンラインシステムで予約

•事務フローの整理
•システム利用フロー
の整理

検討
•申請項目の整理

•研修実施

•手続き案の作成
準備 •市民周知の調整

•手続き作成・登録実施

支援①
利用者側、職員側の

システム利用フロー案を提
示

支援②
手続き案（たたき台）を作成

支援③
手続き案の

設定内容を研修で説明

支援④
手続き登録・運用における職

員からの
問合せ対応

制度所管のこども青少年局にて、受付事務を行う区役所と検討・調整を行い、実施した手続き
オンライン予約に向けた流れとICT戦略室の支援は以下のとおり

★ＩＣＴ戦略室における主な支援事例①

第３章 各職場におけるデジタル化の推進
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参考資料
自治体DX推進計画、教育データ利活用マップ等
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出典：地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化
https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/
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出典：教育データ利活用ロードマップ（令和4年1月7日デジタル庁、総務省、文科省、経産省）
https://www.digital.go.jp/policies/zTo0PsMR/
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出典：教育データの利活用に関する有識者会議(第17回)会議資料
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00534.html
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